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１．平成１０年９月中間期の業績  （平成１０年４月１日～平成１０年９月３０日）

（１）経営成績                                                                   （百万円未満切り捨て）

売上高 (対前年中間期増減率 ) 営業利益(対前年中間期増減率) 経常利益(対前年中間期増減率）

10 年 9 月中間

期

９年 9 月中間期

　　　　　　百万円　　　　％

　１１８，３１８（△１３.１）

　１３６，１６８（　　３.３）

　　　　　百万円　　　　％

　　５，０４１（△２６．１）

　　６，８２１（　　５．３）

　　　　　百万円　　　　％

　　１，９１１（△４９．０）

　　３，７５０（　　２．４）

1 0 年 3 月 期 　２６４，２９９ 　１２，５７６ 　　５，６１２

中間(当期)純利益 対前年中間期

　　　　　　　　 増　 減　 率

１ 株 当 た り

中間（当期）純利益
会　計　処　理　基　準

10年9月中間期

９年 9 月中間期

　　　　　　百万円　　　　％

　　　　△３１２（ － ）

　　　１，７００（５．４）

　　　　　　　円　　銭

　　　　　△２　１８

　　　　　１１　８３

中間財務諸表 作成基準

中間財務諸表 作成基準

1 0 年 3 月 期 　　　２，３３０ 　　　　　１６　２１ ―

（注）１．期中平均株式数 10年 9月中間期　 143,748,517 株
9年 9月中間期　 143,748,517 株
10 年 3月期　　　 143,748,517 株

　　　２．会計処理の方法の変更     該当事項なし

（２）配当状況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

10 年 9 月中間

期

9 年 9 月中間期

　　　　　円　　銭

　　　　３　００

　　　　３　００

―

―

1 0 年 3 月 期 ―

　　　　　円　　銭

　　　　６　００

（３）財政状態

総　　　資　　　産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

10 年 9 月中間

期

9 年 9 月中間期

　　　　　　　百万円

　　３０１，８４２

　　３０３，７７４

　　　　　　百万円

　　８３，９０３

　　８４，５４７

　　　　　　　％

　　　２７．８

　　　２７．８

　　　　円　　　銭

　５８３　　６８

　５８８　　１７

1 0 年 3 月 期 　　２８８，２９５ 　　８４，７４７ 　　　２９．４ 　５８９　　５５

（注）１．期末発行済株式数 10年 9月中間期　 143,748,517 株
9年 9月中間期　 143,748,517 株
10 年 3月期　　　 143,748,517 株

　　　２．中間期末の有価証券の評価損益　　　　　　２１９百万円

　　　３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益　　２４２百万円

２．平成１１年３月期の業績予想  （平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

1 株 当 た り 年 間 配 当 金売  上  高 経 常 利 益 当期純利益
期　　　末

1 1 年 3 月 期
　　　　　百万円

　２４３，０００

　　　　　百万円

　　　４，２００

　　　　　百万円

　　　１ ， ２ ０

０

　　　円　　銭

　　　３　００

　　　円　　銭

　　　６　００

（参考） 1株当たり予想当期利益（通期）    　８円 ３５銭



－１－

添 　 付 　 資 　 料

１．当中間期及び通期の業績の概況

当年度前半のわが国経済は、株式市場の低迷及び金融不安の増大が企業活動に深刻な影響を与えるとともに、

個人消費も減少する等、過去に例を見ない厳しさに加え、長引くアジアの経済危機によって輸出環境も悪化する

等、出口の見えない不況下で推移してまいりました。

このような情勢の中で当社は、世界の総合建設機械メーカーとして確固たる地位を築くため、「需要創造」「国

際事業の高度化」「生産性の向上」「財務体質の強化」という 4 つの経営戦略を柱とした中期経営計画「JUMP-UP

30 for 21」を策定し、新分野・新市場への展開を図るとともに、生産の合理化によるスピーディーな製品供給、

総原価の低減、債権の流動化等による資産効率の改善に注力してまいりました。一方、国際事業の拡大を図るた

め合弁会社を設立した他、現地生産の拡充等、世界最適地生産の推進にも努めてまいりました。

しかしながら、国内の深刻な需要減退等により、売上高は前年同期比 87％の 1,183 億 1 千 8 百万円、経常利

益は同 51％の 19 億 1 千百万円となりました。また、株価低迷による株式評価損による特別損失に加え、今般の

税制改正に伴う損金算入項目の減少により、当期損失 3 億 1 千 2 百万円を計上する結果となりました。

主要営業品目別の概況は以下のとおりです。

油圧ショベルは、国内では需要が大きく落ち込みましたが、新製品の市場投入によりラインアップを充実した

こと等によりシェアを向上することができました。輸出は、アジア向け輸出の大幅な落ち込みを、北米・欧州向

け輸出の増加でカバーすることができました。この結果、売上高は前年同期比 81％の 574 億 4 千百万円となり

ました。

ミニショベルは、欧州・オセアニアにおいて大きく伸長しました。国内では新機種の投入等、積極的な販売活

動を展開してまいりましたが、需要の減退が著しく、売上高は前年同期比 81％の 70 億 2 千 4 百万円となりまし

た。

クローラクレーン・基礎工事用機械は、新機種投入等により、シェアは向上しましたが、民間建設工事の減少

と公共工事の削減、アジア向け輸出の大幅な減少等により、売上高は前年同期比 55％の 37 億 1 千万円にとどま

りました。

その他製品では、ホイールローダは、国内需要の減退、輸出の落ち込みにより前年同期を下回りましたが、新

製品を投入したトンネル掘進機、建機応用製品等が、ともに前年同期を上回りました。また、環境関連製品等の

新分野においても、新製品を積極投入した結果、その他製品の売上高は前年同期比 107％の 324 億 2 千百万円

となりました。

サービスは、国内は積極的なサービス営業活動等に注力してまいりましたが、需要の大幅な減退による売上の

減少は補いきれず、また部品のアジア向け輸出も低迷したため、売上高は前年同期比 91％の 177 億 2 千百万円

となりました。

今後の動向を見ますと､当社を取り巻く経営環境は一層厳しさを増すものと思われますが、今後の更なる飛躍

を目指し、製品の高度化とニーズの多様化への対応、レンタル・中古車等の新規事業への進出、世界各地の地域

特性に応じた開発体制の強化、人材の国際化の推進、営業戦力・機動力の強化、部品事業の改革による総原価の

引き下げ、グループ内資金の有効活用、国際財務戦略の強化等の諸施策に取り組むことにより、世界の総合建設

機械メーカーとしての地位を確立し、業容の持続的発展と魅力ある企業作りに邁進する所存です。

通期の業績見通しにつきましては、売上高 2,430 億円、経常利益 42 億円、当期利益 12 億円を見込んでおり

ます。



－２－

２．貸借対照表
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目

当中間期

平成 10年

9月 30日

現　　在

前中間期

平成９年

9月 30日

現　　在

前   期

平成 10年

3月 31日

現　　在

前中間期

比較増減

科　　　　　目

当中間期

平成 10年

9月 30日

現　　在

前中間期

平成９年

9月 30日

現　　在

前   期

平成 10年

3月 31日

現　　在

前中間期

比較増減

［ 資 産 の 部 ］

流 動 資 産

　現 金 及 び 預 金

　受 取 手 形

　売 掛 金

　有 価 証 券

　製 品

　半 製 品

　材 料

　仕 掛 品

　その他の流動資産

　貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

 有 形 固 定 資 産

　建 物

　構 築 物

　機 械 装 置

　車 両 運 搬 具

　工 具 器 具 備 品

　土 地

　建 設 仮 勘 定

 無 形 固 定 資 産

　施 設 利 用 権

　その他の無形固定資産

 投 資 等

　子会社株式及び出資金

　投 資 有 価 証 券

　長 期 貸 付 金

　長 期 前 払 費 用

　その他の投資等

　貸 倒 引 当 金

202,120

12,279

35,744

76,421

33,953

21,394

9,140

262

8,876

6,177

△2,130

99,721

66,136

19,223

3,819

11,266

114

2,783

26,889

2,040

242

166

75

33,342

10,138

17,557

514

722

4,430

△20

206,199

6,873

33,716

122,672

2,000

22,788

8,473

295

9,833

1,015

△1,470

97,574

64,292

20,236

3,914

10,559

112

2,616

25,684

1,169

246

171

75

33,035

9,958

17,846

443

743

4,072

△30

189,250

10,378

37,031

94,284

1,997

25,702

9,371

254

9,196

2,764

△1,730

99,045

65,276

20,009

3,973

11,177

105

2,530

26,532

948

244

168

75

33,524

10,271

17,721

416

795

4,339

△20

△4,078

5,405

2,027

△46,250

31,953

△1,394

666

△32

△957

5,162

△660

2,146

1,844

△1,012

△94

706

1

166

1,204

871

△4

△4

－

306

179

△289

71

△21

357

10

［ 負 債 の 部 ］

流 動 負 債

　支 払 手 形

　買 掛 金

　短 期 借 入 金

　社 債

　未 払 金

　未 払 法 人 税 等

　未 払 事 業 税 等

　諸 預 り 金

　割賦未実現利益

　割 賦 前 受 利 息

　その他の流動負債

固 定 負 債

　社 債

　長 期 借 入 金

　退 職 金 引 当 金

　その他の固定負債

負 債 合 計

［ 資 本 の 部 ］

資 本 金

法 定 準 備 金

　資 本 準 備 金

　利 益 準 備 金

剰 余 金

　特別償却準備金

　圧縮記帳積立金

　別 途 積 立 金

　中間(当期)未処分利益

　(うち中間(当期)損益)

資 本 合 計

125,886

4,985

39,040

14,175

39,900

12,819

1,313

350

2,023

6,373

3,271

1,631

92,052

70,000

660

16,003

5,388

217,938

22,199

23,601

21,726

1,875

38,102

167

352

36,100

1,481

（△312)

83,903

107,186

9,163

48,956

19,175

0

11,527

1,952

516

1,805

8,413

3,944

1,732

112,040

89,900

986

15,812

5,341

219,226

22,199

23,504

21,726

1,778

38,844

168

352

35,600

2,722

(1,700)

84,547

131,279

6,870

43,255

14,225

39,900

10,243

794

252

2,545

7,959

3,698

1,535

72,269

50,000

916

15,964

5,388

203,548

22,199

23,547

21,726

1,821

39,000

168

352

35,600

2,878

(2,330)

84,747

18,699

△4,177

△9,915

△5,000

39,900

1,292

△638

△166

218

△2,039

△672

△101

△19,987

△19,900

△325

190

46

△1,287

0

97

0

97

△742

△1

0

500

△1,240

(△2,013)

△644

資 産 合 計 301,842 303,774 288,295 △1,932 負債及び資本合計 301,842 303,774 288,295 △1,932



－３－

３．損益計算書

                                                                                   （単位：百万円）

科　　　　　　　目

当 　中 　間 　期

自平成 10年 4月 1 日

至平成 10年 9月 30日

前 　中 　間 　期

自平成 9年 4月 1 日

至平成 9年 9月 30日

前　　　　　　期

自平成 9年 4月 1 日

至平成 10年 3月 31日

前中間期比

［ 経 常 損 益 の 部 ］

営 業 損 益 の 部

　売 上 高

　売 上 原 価

　販売費及び一般管理費

　　割賦販売利益繰延前営業利益

　割賦販売利益繰延差額

　　営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

　営 業 外 収 益

 （受取利息及び配当金）

 （雑      収      益）

　営 業 外 費 用

 （支払利息及び割引料）

 （雑       損       失）

　　経 常 利 益

［ 特 別 損 益 の 部 ］

　特 別 損 失

 （関係会社株式評価損）

 （ 有 価 証 券 評 価 損 ）

　税引前中間(当期)利益

　　法 人 税 及 び 住 民 税

　中 間 ( 当 期 ) 損 益

　前 期 繰 越 利 益

　中 間 配 当 額

　利 益 準 備 金 積 立 額

　中間(当期)未処分利益

１１８，３１８

８８，４３０

２６，４３２

３，４５５

△１，５８５

５，０４１

２，２５９

（１，１８７）

（１，０７２）

５，３８９

（１，６３２）

（３，７５６）

１，９１１

８７４

（０）

（８７４）

１，０３７

１，３５０

△３１２

１，７９４

―

―

１，４８１

１３６，１６８

１０２，４３０

２７，３７０

６，３６７

△４５３

６，８２１

１，９１４

（１，３９７）

（５１７）

４，９８５

（１，６７５）

（３，３０９）

３，７５０

０

（０）

（０）

３，７５０

２，０５０

１，７００

１，０２２

―

―

２，７２２

２６４，２９９

１９８，６６６

５３，９６４

１１，６６８

△９０７

１２，５７６

３，７４５

（２， ５５５）

（１，１８９）

１０，７０９

（３，３５８）

（７，３５０）

５，６１２

３８２

（３８２）

（０）

５，２３０

２，９００

２，３３０

１，０２２

４３１

４３

２，８７８

％

８７

８６

９７

５４

３５０

７４

１１８

（８５）

（２０７）

１０８

（９７）

（１１４）

５１

―

（―）

（―）

２８

６６

―

１７６

―

―

５４
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貸借対照表脚注

当中間期 前中間期 前　期 前中間期
比較増減

百万円 百万円 百万円 百万円

１．有形固定資産の減価償却累計額 78,893 74,815 76,799 4,078

２．自己株式 (27 千株)10 (７千株)4 (18 千株)9 (19 千株)6

３．発行済株式数の増加 なし

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

損益計算書脚注

割賦販売利益(割賦売上高より割賦売上高に対応する売上原価を控除した額)及び割賦販売受取利息については、

割賦金の回収期限到来基準によってその実現額を計上している。

なお、税制改正に伴い平成 10年 4月より賦払期間が 2年以上の長期割賦販売等について割賦基準を適用するよう

に変更している。この結果前中間期と同一の基準によった場合と比較して、割賦販売利益繰延差額は 483 百万円減

少し、経常利益及び税引前中間利益はそれぞれ同額増加している。

リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

（当中間期） （前中間期） （前　　期）

取 得 価 額 相 当 額 　4,462 百万円 　4,062 百万円 　4,257 百万円

減価償却累計額相当額 　1,989　　　 　1,464　　　 　1,667

中間期末(期末)残高相当額 　2,473 　2,598 　2,589

２．未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

（当中間期） （前中間期） （前　　期）

１ 年 以 内 　1,003 百万円 　  934 百万円 　  983 百万円

１ 年 超 　1,513　　　 　1,704　　　 　1,649

合　　　　　　　　計 　2,517 　2,638 　2,632

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（当中間期） （前中間期） （前　　期）

支 払 リ ー ス 料 　　558 百万円 　　516 百万円 　1,058 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 　　528 　　485 　　999

支 払 利 息 相 当 額 　　 31 　　 36 　　 70

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

・利息相当額の算定方法についてはリース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利息法によっている。



－５－

重要な後発事象

１．平成 10 年 10 月 7 日開催の取締役会決議により、第 6 回及び第 7 回無担保社債を発行した。その概要は、次の

とおりである。
第 6回無担保社債 第 7回無担保社債

（国内社債間限定同順位特約付） （国内社債間限定同順位特約付）

(1)発行総額 50億円 50億円

(2)発行年月日 平成 10年 10 月 28 日 平成 10年 10 月 28 日

(3)発行価格 額面 100 円につき 100 円 額面 100 円につき 100 円

(4)償還期限 平成 15年 10 月 28 日 平成 13年 10 月 26 日

(5)利率（年） 2.3% 1.95%

(6)手取金の使途 社債償還金 社債償還金

２．平成 10年 10 月 2日ボルボ社所有のユークリッド日立ヘビーエクイップメント Inc.社（以下ＥＨＨＥ社という）

の株式取得につき、同社と合意した。その概要は次のとおりである。

(1)取得理由 マイニング、砕石市場へのリジットダンプ販売と大型油圧ショベルとの

パッケージ販売体制の構築

(2)ＥＨＨＥ社の事業内容 リジットダンプの製造及び販売

(3)株式取得の時期 平成 10年 10 月 2日

(4)取得する株式の数 425 株

(5)取得価額 2,000 百万円

(6)取得後の持分比率 80.2%



－６－

４．売上高内訳

　　営業品目別（国内・輸出別）売上高

当中間期 Ａ (構成比)

自平成 10年 4月　１日

至平成 10年 9月 30 日

前中間期 Ｂ (構成比)

自平成 9年 4月　１日

至平成 9年 9月 30 日

前　　　期　(構成比)

自平成 9年 4月　１日

至平成 10年 3月 31 日

Ａ
―
Ｂ

油 圧 シ ョ ベ ル

国内

輸出

　　　　　百万円　 ％

　２６，５８３（ 23）

　３０，８５７（ 26）

　　　　　百万円　 ％

　３９，１５３（ 29）

　３１，８２７（ 23）

　　　　　百万円　 ％

　７２，８４２（ 27）

　６０，０３９（ 23）

％

68

97

製 計 　５７，４４１（ 49） 　７０，９８１（ 52） １３２，８８１（ 50） 81

ミ ニ シ ョ ベ ル

国内

輸出

　　５，７３４（  5）

　　１，２８９（  1）

　　７，６６４（  6）

　　　　９９０（  1）

　１４，６１３（  5）

　　２，２４１（  1）

75

130

計 　　７，０２４（  6） 　　８，６５５（  7） 　１６，８５４（  6） 81

国内

輸出

　　２，７３１（  2）

　　　　９７８（  1）

　　４，７２０（  3）

　　２，０８２（  2）

　　８，５６５（  3）

　　３，２２９（  1）

58

47
クローラクレーン

基礎工事用機械
計 　　３，７１０（  3） 　　６，８０２（  5） 　１１，７９４（  4） 55

品

そ の 他 製 品

国内

輸出

　２２，６９１（ 19）

　　９，７２９（  8）

　２０，３２７（ 15）

　１０，００７（  7）

　４３，１９８（ 17）

　２０，９８３（  8）

112

97

計 　３２，４２１（ 27） 　３０，３３５（ 22） 　６４，１８２（ 25） 107

小　　　　計

国内

輸出

　５７，７４２（ 49）

　４２，８５４（ 36）

　７１，８６６（ 53）

　４４，９０９（ 33）

１３９，２１８（ 52）

　８６，４９３（ 33）

80

95

計 １００，５９７（ 85） １１６，７７６（ 86） ２２５，７１２（ 85） 86

サ ー ビ ス

国内

輸出

　１１，７４０（ 10）

　　５，９８０（  5）

　１２，９５４（  9）

　　６，４３８（  5）

　２５，３５１（ 10）

　１３，２３５（  5）

91

93

計 　１７，７２１（ 15） 　１９，３９２（ 14） 　３８，５８７（ 15） 91

合　　　　計

国内

輸出

　６９，４８２（ 59）

　４８，８３５（ 41）

　８４，８２０（ 62）

　５１，３４７（ 38）

１６４，５７０（ 62）

　９９，７２９（ 38）

82

95

計 １１８，３１８（100） １３６，１６８（100） ２６４，２９９（100） 87

　　地域別輸出売上高

当中間期 Ａ (構成比)

自平成 10年 4月　１日

至平成 10年 9月 30 日

前中間期 Ｂ (構成比)

自平成 9年 4月　１日

至平成 9年 9月 30 日

前　　　期　(構成比)

自平成 9年 4月　１日

至平成 10年 3月 31 日

Ａ
―
Ｂ

　　北  米

　　欧  州

　　ア ジ ア

　　オ セ  ア ニ ア

　　中 南 米

　　中 近 東

　　ア フ リ カ

　　　　　百万円　 ％

　３０，００４（ 61）

　　７，２２８（ 15）

　　６，２７４（ 13）

　　２，０５１（  4）

　　１，８５０（  4）

　　　　９５７（  2）

　　　  ４６９（  1）

　　　　　百万円　 ％

　２３，１４５（ 45）

　　５，６４３（ 11）

　１６，０３４（ 31）

　　４，４３４（  9）

　　１，１５１（  2）

　　　　６９１（  1）

　　　  ２４５（  1）

　　　　百万円　　％

　４９，８０４（ 50）

　１２，１２０（ 12）

　２３，９７９（ 24）

　　７，９１２（  8）

　　３，８６６（  4）

　　１，５４５（  2）

　　　　５０１（ ―）

％

130

128

39

46

161

138

191

　　合　　　　　　 計   ４８，８３５（100）   ５１，３４７（100） 　９９，７２９（100） 95



－７－

5.有価証券の時価等

(単位:百万円)

当 中 間 期

(平成 10 年 9 月 30 日現在)

前 中 間 期

(平成 9年 9月 30 日現在)

前     期

(平成 10 年 3 月 31 日現在)種   類

貸 借

対照表

価 額

時 価 評価損益

貸 借

対 照 表

価 額

時 価 評価損益

貸 借

対照表

価 額

時 価 評価損益

(1)流動資産

に

属するもの

株   式

債   券

そ の 他

10

0

0

10

0

0

－

0

0

4

0

0

4

0

0

－

0

0

9

0

0

9

0

0

－

0

0

小   計 10 10 － 4 4 － 9 9 －

(2)固定資産

に

属するもの

株   式

債   券

そ の 他

2,431

102

0

2,635

117

0

204

15

0

3,660

102

0

4,318

118

0

658

16

0

3,285

102

0

3,676

116

0

390

14

0

小   計 2,533 2,753 219 3,762 4,437 674 3,387 3,792 405

合　　　計 2,544 2,763 219 3,767 4,441 674 3,397 3,802 405

(注)１.時価等の算定方法

　　　①上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格

　　　②店頭売買有価証券 日本証券業協会が発表する最終売買価格

　　２.株式には自己株式を含んでおり、また、評価損益は以下の通りである。

当中間期 前中間期 前　期

（流動資産に属するもの） 　 － 　－

　　３.開示の対象から除いた有価証券の中間(期末)貸借対照表計上額

当中間期 前中間期 前　期

（流動資産に属するもの）買 現 先 の 債 券 33,953 百万円  　　0百万円  1,997 百万円

ﾏﾈｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾌｧﾝﾄﾞ      0 百万円  2,000 百万円      0 百万円

（固定資産に属するもの）店頭売買株式を除く 22,810 百万円 22,411 百万円 22,254 百万円

非  上  場  株  式

非 上 場 外 国 債 券    500 百万円     0 百万円    500 百万円



－８－

６．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（単位：百万円）

当　中　間　期

（平成 10年 9月 30 日現在）

前　中　間　期

（平成 9年 9月 30 日現在）

前　　　　　期

（平成 10年 3月 31 日現在）

区 種　　類 契 約 額 等 時 価 評 価 契 約 額 等 時 価 評 価 契 約 額 等 時 価 評 価

分
う ち

1 年超
損 益

う ち

1 年超
損 益

う ち

1 年超
損 益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為替予約取引

売 建

 米 ド ル

 ｵﾗﾝﾀﾞｷﾞﾙﾀﾞｰ

買 建

 米 ド ル

7,000

424

3,623

0

0

0

6,785

421

3,648

214

3

25

15,778

127

2,895

0

0

0

15,806

126

2,932

△28

1

37

22,131

132

3,884

0

0

0

22,739

131

3,996

△607

―

111

合 計 ― ― ― 242 ― ― ― 10 ― ― ― △495

（注）１．中間期末(期末)の為替相場は先物相場を使用している。

２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより､決済時における円貨額が確定している

外貨建金銭債権債務等で、中間(期末)貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、

開示の対象から除いている。

以　　上


